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はじめに

• ２０２４年４月１日 医師の働き方改革がはじまった。

•医師の働き方ガイド 厚生労働省 第１９回医師の働き方改革推進に関する検討会 参考資料１





日弁連 人権としての「医療へのアクセス」が保障される社会の実現
化を目指す決議 （２０２３年１０月）より抜粋

•医師は他職種に抜きんでた長時間労働の実態にあり、日本の医療
が医師の自己犠牲的な長時間労働により支えられてきた危機的な
状況にある。

•医師数の抑制

•医学部の定員抑制

１９８２年及び１９９７年に、医療費抑制策として医学部の定員抑制
が閣議決定された。・・２００８年の閣議決定において増員方針となっ
たが、・・人口当たりの医学部卒業生数（人口１０万人当たり７．１人）
はOECD加盟国３６か国の中で最も少ない。



医師不足の現状

・ ２０２０年１２月３１日現在、全国の届け出「医師数」は３３万９６２
３人（人口１０万人対２６９．２人）である。人口当たりの医師数（人口
１０００人当たり２．５人）はOECD加盟国３８か国の中で３３位。OECD
平均は、３．６人であり、OECD平均並みの医師数には約１３万人足り
ない。・・過労死ラインの月平均８０時間を超える時間外労働（休日労
働を含む）の勤務医が約８万人に上る・・

•医師一人当たりの診察回数（５０１１回/年）はOECD加盟国３３か国
中３番目に多い。OECD平均は２１２２回/年



医師の働き方改革の影響
２０２４年５月３１日羽鳥慎一モーニングショー

• 外来診療の一部休診

岐阜県市立恵那病院

２０２４年４月から土曜日（午前）の外来診療を休診

土曜日の外来診療患者約９０人を平日に振り分け

・地方の医師不足

大学病院が地域の病院に勤務医を派遣することで地域医療を支えてきたが、派
遣医師を引きあげる

救急対応で救急車を断ることもあった。（茨城県病院勤務医内科）

一時入院受け入れ休止 宮城県石巻市立牡鹿病院

２０２４年４月から一時入院受け入れ休止 入院中の患者も転院させた。大学
病院等の医療機関が医師を派遣できなくなったため。５月７日から入院受け入れ
再開



•宿直時間が休憩扱いのなるー働き方改革逆、働き方改悪である。

産婦人科医３０代、救急救命士４０代働くモチベーションが下がる

・産婦人科医３０代

急患対応や回診は勤務だが、

カルテ確認、論文作成、仮眠ー休憩

＊宿日直許可の問題

現場にいったら勤務だ。



医師不足の実態
外科医不足・・

２０２４年６月１２日羽鳥慎一モーニングショー

•病院に搬送したくても「手術できる医師がいない」と断られることは
頻繁にある。隣の市まで１時間かけて搬送することもある。

（救急救命士）

•腸閉塞になりかけていると診断されたが、医師が足りず他の患者さ
んの手術を優先され、１週間痛み止めで我慢した。（７０代）

•膝の手術を１月に予定していたが、担当医が辞めてしまい中止に
なった。代わりの医師はいないと言われ、転院して４月に手術できた。
（６０代）

＊こういったことは今後も増える。



•島根県済生会江津総合病院

外科医の退職が相次ぎ、医師の確保の見通しが立たず外科を２０
２２年末に閉鎖した。

脳神経外科は常勤で医師退職、非常勤医師の体制になり、週１回
の外来診療のみになった。手術の必要な患者の受け入れはできない。

医師不足に加えて、医師の高齢化も進んでいる。地域の医療ニーズ
に応えることが困難になっている。近隣の病院との連携に努めている
が、他の病院も医師不足医師派遣が難しい状況

＊地方はより厳しい状況がある。



外科医不足 外科医半減・・

•外科医を志す医師も減っている。新しく外科のプログラムを専攻し
た医師は・・

４６都道府県で

５名以下 １３県

０名という県もある。

１０名以下の県が半数以上



外科医の推移

• ２００２年 ２万３８６８人（医師全体に占める割合 ９．６％）

• ２０２２年 １万２７７５人（ ３．９％）

＊２０年で約１万人減少

理由

勤務時間が長い

他の科に比べ、一人前になるまで時間がかかる

給与が勤務量に見合っていない

医療訴訟のリスクが高い



•都道府県医師数（２０２２年）

東京 ４万８５７８人 山梨 ２１４８人

大阪 ２万６５１８人 福井 ２１３２人

神奈川 ２万１４２１人 鳥取 １８７８人

•人口１０００人当たり 日本２．６人（３７か国の中で２９位）

OECD平均 ３．４人

•全国の医療施設（２０２２年）

病院 ８１５６施設（前年比４９施設減）

診療所 １０万５１８２施設（ ８９０施設増）





１，医師の働き方改革の現状



第１９回 医師の働き方改革の推進に関する検討会
２０２４年３月１４日 報告書から

診療体制

医師の働き方改革で４月から診療体制縮小の見込みは

４５７医療機関（７３２６医療機関中、６．２％）

見込みなしと回答した医療機関数 ６８６９

この内

１３２施設「自院の診療体制縮小より地域医療提供体制へ影響が出

る」

２４８施設「地域医療提供体制への影響が見通しきれない」

４９施設「医師の引き揚げが生じ、診療体制の縮小が見込まれる



特例水準・・申請をするのは４８３病院 （２０２４年３月１４日）

•全都道府県で申し込みがあり、東京都５１件、大阪府３１件、千葉、
福岡両県２８件。最少は秋田県等９県は２件

•議論・・当初は１５００件ぐらいを想定していた。

• 「私は実際に普通の勤務医として働いている立場として、本当にこれだけ少なく
て大丈夫かなという思いもあるのです。実際には、働き方改革のこの制度をつ
くろうと思ったきっかけは、多くの医師がB,C水準を超えているという前提で議
論が始まってきたと理解しております。そう考えると、もちろんタスクシフトシェ
アほかの対策によって進んできた部分は前向きに取られているのですけれども、
本当に地域医療のためにBが必要な人、本当にCが必要な人、これは若手のた
めというところが十分に行き届いているかということを改めて今後議論してい
く、ウオッチしていく必要があると考えています。」（２０２４年３月１４日の議事録より）



１８６０時間相当超見込み
医師数１ 医療機関１ （７９１８医療機関中）

•時間外・休日労働時間が年１９２０時間を超える医師割合

H２８調査 ９．７％、R１調査 ８．５％、R４調査 ３．６％

と減少はしてきていた。
（第１８回医師の働き方改革の推進に関する検討会 R５年１０月１２日 資料２）

２０２３年６～７月対象調査 ５１５人 （２０２２年７～８月対象調査９１３人）

２０２４年４月 ８３人見込み （２０２３年１０月１３日）



医師の労働実態を正確に見る必要がある・・
実態と調査の間に乖離がないか・・と懸念の声がある・・

• 「勤務医の労働実態がそれほど急激に変わるとは思えない。実態と
調査結果との間に乖離がないか留意する必要がある。一部病院で
は臨床カンファレンスは「業務と認めない」（自己研鑽扱い）などの運
用がなされていると聞く。実態を正確に見る必要がある。（鈴木委員）

• 「勤務医の自己研鑽について、ありかたを今一度検討しる必要があ
るのではないか（森正樹構成員）

• 「各病院で正確に労働時間を把握することになり、また、外科では「手術前の合
同カンファレンス」症例を限定するなど、診療科ごとの工夫も進んでいる」東海
大学副学長、医学部長）



２， 働き方改革の争点のひとつ、
医師の宿日直許可はどうなっているのか？



宿日直許可

•宿直や日直勤務について、労基署長の監督を受けることで労働時
間の規制から外れる仕組み。労働基準法で定められている。

•厚労省は「ほとんど労働する必要がない勤務」を一般的な許可基準
としている。特に医師の場合は具体的に「特殊な対応を必要としな
い軽度または短時間の業務に限る」かつ「夜間に十分な睡眠が取り
えるもの」との条件を示した。

•軽度な業務の例として、少数の軽症患者やかかりつけの患者に対応
するため、問診や診療にあたる業務を挙げている。



宿日直許可件数

• ２０２０年 １４４件

• ２０２１年 ２３３件

• ２０２２年 １３６９件

宿日直許可の急増は何を意味するのか？

• ある社会保険労務士は

• 「業務の実態がとても寝当直とは言えない状況でも、宿日直許可が下り
てしまっている」

• 医療に特化した「医療労務アドバイザー」として、医療機関の労働相談を
受けてきた。「派遣元の病院から宿日直許可を取るよう求められ『宿日直
許可を取らないと、派遣している医師を引きあげる』と言われた病院も複
数あった」



• こうした中で、この労務士は労基署の中の変化に気づき、問題意識
が膨らんでいったという。

• 「あきらかに、これまでは宿日直許可が下りなかった事例で、許可さ
れている実態がある。業務実態から言って『寝当直』はあり得ず、許
可が下りなかったICU（集中治療室）でも、ここ２，３年では下りてい
る。」 （毎日新聞２０２４年３月３０日）



医師の勤務実態について
（宿日直、自己研鑽を中心と
した整理・分析）

第９回医師の働き方改革に
関する検討会

資料４ 平成３０年９月３日







全国自治体病院協議会定例記者会見
２０２３年７月１３日

•宿日直許可の取得が進んでいるが、４分の１近くの病院が取得して
いない。改めて宿日直許可取得を各病院に呼びかける。・・・・・・・・
今後「取得が困難な病院」への対応が重要なポイントになってくる。

•宿日直許可を得れるかどうかは「大学病院からの医師派遣」にも大
きく関係してきます。「今のままでは、大学病院からの派遣医師引き
揚げが行われる」危険性があると竹中副会長らは言う。



全国医師ユニオン調査（２０２２年有効回答 ７５５８人）

• ほとんど通常業務をしない「寝当直」は１９．９％

残りの約８割は、宿直でも日勤帯と同じか、少ない程度の業務



全国医師ユニオン

• 厚労省は、夜間の診療が常態化している医療機関に対して、宿直許可を認める
との指導を行っている。

• （１時間に５人程度の診察を行っても、宿日直許可をとってもよいとの指導が
あった。）

• しかも、この宿日直時間を勤務間インターバルに当ててよいとしている。

• 「休息時間」とは、労働からの解放が完全に保障されている時間であり、その自
由利用の原則が労基法において定められている。

• 勤務間インターバルは「休息時間」であり、「休憩時間」と同様に、勤務から解放
され自由な利用が保障されるべきである。管理監督者の指揮命令下で診察を
行うことを義務付けられている宿日直時間を勤務間インターバルに当てること
は許されない。

• 全国医師ユニオンは現場の医師から強い怒りの声が寄せられており、誤った指
導を止めることを求める声明発表と厚労省への要請文提出、記者会見を行った。



現状 急患２６人診療、２人みとり・・でも休息扱い
宿日直の「特例」急拡大 ２０２３年９月１７日 朝日新聞デジタル



医師の働き方改革に逆行しかねない動き・・
医療現場で拡大か？！

• 厚労省の基準では、許可には「軽度または短時間」の業務、「十分
な睡眠がとれる」などの条件を満たす必要があるが、表現があいま
いなため、厳密には基準に該当しないような病院も許可されること
がある。

• また、許可の取得後でも、宿日直中に通常業務が発生すれば、病
院は労働時間として扱い、時間相応の手当も支払わなければならな
いが、適切に運用していないケースがある。

• これらが原因で、実際には働いているのに労働時間とみなされな
い「隠れ宿日直」が存在すると専門家は指摘する。

• 「労基署は病院の実態をよく把握せずに許可したのではないか。長
時間労働の医師が患者を治療すれば、事故も起きかねない。働き方
改革に逆行している。」



宿日直許可取得後の適切な労務管理のために
労働基準局 監督課 労働条件政策課 労働時間特別対策室

２０２４年３月２９日
STEP０１ 宿日直業務に関するチェックリスト①



STEP０１ 宿日直業務に関するチェックリスト②



STEP０２ 宿日直業務の勤務環境改善に向けたチェックリスト



過去の裁判事例
奈良県立病院産科医師事件（２０１３年２月１２日最高裁上告不受理決定に
より、２０１０年１１月１６日大阪高裁判決が確定）

令和元年７月１日 厚生労働省労働基準局
「医師、看護師等の宿日直許可基準について」より



隠れ宿日直問題、
国会でも論戦

２０２３年１１月８日
厚生労働委員会



医師宿日直国会論戦

• 武見大臣 医療機関における宿日直許可については、特殊の措置を必要
としない軽度、短時間の業務、夜間に十分な睡眠が取りえる業務など、宿
日直許可基準に適合しているものに限って労働基準監督署が許可の判断
を行っております。許可基準に適合しなければ許可することはなく、全て
の病院について改めて確認することは考えておりません。

• 鈴木政府参考人 どこの医療機関がこういう実態にあるということが申
告等でございましたら、個別に、労働基準監督署がそこに立ち入りまして、
いろいろな調査を行っている・・

• 議員 ちゃんと指揮命令系統の下にあって・・医師の働き方改革をやろう
という話になって、なぜこんな事態が、宿日直許可の乱発というのが起き
る事態になったのか



病院で宿直中に死亡対応しても「労働時間０」
宿日直許可が問題となっている事例

• ２０１８年１１月 都内大学病院勤務５０代男性医師

くも膜下出血発症、現在も入院中

発症前６か月間の内、時間外労働は月２００時間超え

• ２０１９年１０月 労災申請

労基署は宿直時間（１７時１５分～翌日８時３０分）の内、所定仮眠時
間を労働時間から除外し、平均７０時間１５分にとどまると判断し、棄却し
た。

• 請求人は不服として「審査請求」したところ、労働者災害補償保険審査
官はさらに厳しい判断で棄却した。

• 宿日直時間の全てを「常態としてほとんど労働する必要のない勤務」とし
て除外、発症前３か月の時間外労働を平均４６時間４５分と判断した。



•現在、再審査請求中

•全国医師ユニオン代表 植山直人氏

宿日直許可については、大星ビル管理事件の最高裁判決で「仮眠時
間は全体として労働からの解放が保障されているとは言えず、労働
契約上の役務の提供が義務付けられていると評価することができる」
などとされていることから、「少なくとも急性期病院の医師じょ宿直業
務は常に患者の急変や救急患者に対応することを義務付けられてい
る。最高裁の判例によれば睡眠時間も含めて労働時間であるため、
睡眠を取れることを理由に宿直許可を認めることは、最高裁の判例
に反している。



•弁護士蟹江鬼太郎氏

宿日直許可を得ているため、その時間を全て労働時間外とした労
働者災害補償保険審査官の決定は誤りだと指摘

労働時間かどうかは、あくまで実態に基づいて客観的に決まる。就
業規則などに「仮眠６時間」と定めても関係ない。

実作業に従事していなくとも、労働時間足りえる。

労働からの解放が保障されていない場合は、労働時間

＊そもそも労基署の宿日直許可を得させない。許可を得ても、あきら
めずに監視または断続的労働にあたるかどうかを検討することが必
要



本末転倒だが、働き方改革で上限規制がかけられ、違反した場合の
罰則規定が入って以降、労災認定の基準が厳しくなってきた。

違反した場合に使用者に罰則が科せられる医師の時間外労働の上
限規制は２０２４年度からだが、既にその傾向が見られる。

刑法には謙抑性という原則がある。灰色なのに、病院の使用者に刑
事罰を科してはいけないとなり、労基署担当官らが労働時間の認定
を厳しく行うようになっていると感じる。



３、 医師の働き方改革の争点のひとつ
自己研鑽



医師の研鑽と労働時間
厚生労働省「医師の研鑽の適切な理解のために」

•医師の研鑽とは、診療等の本来業務の傍ら、医師の自らの知識の獲
得や技能の向上を図るために行う学習、研究等のこと

•労働時間に該当するかどうかは、「使用者の指揮命令下に置かれて
いるかどうか」で判断され、所定労働時間内に行う研鑽は労働時間
に該当しますが、所定労働時間外に行う研鑽については、労働時間
に該当する場合としない場合があります。

•労働時間に該当する本来業務や研鑽なのか、労働時間に該当しな
い研鑽なのかを明確にし、個々の医師について適切な労働時間管
理をしていくためには、各医療機関で労働時間に該当するかどうか
を明確にするための手続きが重要になります。



労働と研鑽の区分け
２０２３年２月２８日時点

•区分けを文書で明確化している ４１．９％

（前回調査２９．６％から１２．３％増）

現在検討中 ３２．３％ （同３０．６％から１．７％増）

検討していない ２４．４％ （同１３．８％減）



２６歳医師自殺、両親が病院側を提訴
「業務」と「自己研鑽」の線引きが争点

• ２０２０年４月～甲南医療センターで研修医として働きはじめ、

• ２０２２年４月～消化器内科の専門医をめざす「専攻医」として勤務

•主に救急患者を治療する一方、専門医の資格取得に必要な学会発
表の準備にも追われた。

•両親が労災申請し、西宮労働基準監督署が調査

• 死亡直前１か月の時間外労働は２０７時間５０分

•約１００日間の連続勤務

•国が精神障害の労災認定の目安とする「月１６０時間」を上回り、労
災とされた。遺族の刑事告訴を受け、甲南会と院長らを労働基準
法違反容疑で書類送検



• 病院は過重労働を否定、院長は「自己研鑽」の言葉を繰り返した。
• 長時間病院にいたことは認めたが、２０２２年４月に実際に残業していた
のは３０時間３０分だとした。労基署が認めた２００時間とはかけ離れた
ものだ。

• 病院の内部文書
• ２０２１年５月、別の内科の専攻医５人が病院幹部に過重労働を訴え、業
務改善要望

• 「４月の専攻医の平均残業時間は凡そ１００時間を超えていたと考えられ
ます。検査漏れも多くなってきており、このままでは患者さんの命に係る
と考えられるので業務緩和をよろしくお願いいたします。」

• 専攻医らは同じ文書で院長に掛け合ったが、院長が対策をとった形跡は
なく、労働環境は変わらなかったという。



• テレビの取材

２０２３年８月 甲南会理事長

「病院として過重な労働を負荷したという認識は持ってございません」

というが、

取材に応じた複数の元専攻医たちは、病院側から業務時間を調整す
るよう“圧力”があったと証言した。

起訴状によると、亡くなる直前の時間外労働は労基署は２０７時間と
認定していますが、申告したのはわずか７時間でした。



過労自殺２６歳専攻医の兄、
神戸市議会福祉環境委員会（２０２３年１０月１８日）で口頭陳述

「死亡１か月前は月２０７時間の時間外労働があったが、その大部分は無給だっ
た・・「若手医師をコストのかからない都合のいい『単なる労働力』として扱ったから
こそ、このような過労自死が生じたのではないか。・・医療従事者の労務管理をな
いがしろにすれば、医療従事者らの健康だけでなく、患者の生命・健康にも危険
が及ぶ・・」

神戸市は現時点では保健所の役割に含まれていないというが、２０２４年４月施
行の改正医療法では、保健所が医療監視を通じて、医師の時間外労働等に関す
る実態を把握し、指導を行う方針が示されている。

「市には権限がない」いうが、市もよそ事ではない、市民病院の実態も報告した。

神戸市立医療センター中央病院の労働実態 労基署から３回、２０１７年度には
７５人、２０１９年は１人が「３６協定」超えであり、２０２１年には出退勤時間と自
己申告による時間外労働との乖離があるとの理由から、是正勧告を受けた。時
間外労働が年９６０時間を超える医師は、２０１９年度は２２０人（医師全体の約
３８％）、２０２２年度には１４２人（同約２４％）



４ 改革事例・・



改革事例 第１５回 医師の働き方改革の推進に関する検討会参考資料４ 令和３年９月１５日

労務管理 客観的な労働時間管理システムの導入

・ 東京大学附属病院

医師向けの勤怠管理システムを導入

位置情報によって「業務」、「自己研鑽」が結びついており、勤務時間管理
の詳細化を測った

・ 北海道 名寄市立総合病院

ICカードによる打刻と勤怠管理システム導入

個人のスマートフォンやPCから自身の出退勤状況・時間外勤務内容の
把握・確認が可能となり時間外勤務の見える化等により一元的な管理が可
能に



時間外の申請手続きの明確化

•済生会横浜市東部病院

実態に即した労働時間管理する。管理部門、各診療科責任者、
個々の医師がそれぞれの責任と義務分担



自己研鑽の労働時間該当性の整理

•岡山大学

「労働時間管理のためのガイドライン（医師・歯科医師偏）」
の作成し、２０１９年４月から運用開始

ガイドライン運用開始に伴い、人件費増加。業務改善が必要な
課題について明確化



変形労働時間制・シフト制の導入

•聖路加国際病院

毎月月末までに翌月の勤務予定表作成し、１か月の期間を単位
としてその期間内を平均すると１週間の法定労働時間を超えない
範囲に労働時間をおさめる１か月単位の変形労働時間制及びシフ
ト制を導入した。



チーム制の導入

•九州がんセンター

診療科ごとの複数・チーム主治医制、休日当番制の確立を実施
するため、各診療科へのヒアリングの実施、医療機関の診療体制
としてトップダウンによる方針を決定し、実施



病院総合医の配置

•済生会熊本病院

病棟に包括診療医を配置し、包括的な病棟マネジメントを実施。

包括診療医は主治医と連携し、かつ他職種協働のチーム医療を推
進・管理する要となっている。

処方オーダーが午前にシフトし、医師、夜勤薬剤師、夜勤看護師の
業務負担が軽減。医師・コメディカルの働きやすさが向上した。



病病連携・病診連携

•朝日野総合病院

地域包括ケアの推進に寄与することを目的に「熊本市北区医療介
護福祉ネットワーク研究会」創設、開催。研究会を通じて、当直医師
派遣先の病院を広げ、調整が行いやすくなった。

・済生会江津総合病院

済生会、江津医師会、能美医院の３法人で地域医療連携推進法人
「クロスアポイントメントシステム」を基本とした医師相互交流、病院
と診療所の両施設で診療にあたるシステム構築。共同研修、医療機
器の共同利用、病床の解放等を行った。



病病連携・病診連携

•若草第一病院

一般外来の一部廃止、１７時～１９時の一般患者外来廃止、かかり
つけ医との定期的な研修会の開催。渉外担当者による登録医、開業
医訪問。 ２００８年 ２０１７年

逆紹介率 約７０％ ⇒ ９８．４％

紹介率 約５０％ ⇒ ６１．７％

・公立森町病院

町内にある６診療所と月１回定期的に会合を持つ。平成１８年度か
ら週１回１８時から２２時まで診療所の医師も救急外来業務に参加



病状説明の勤務時間内実施と患者・家族への周知徹底

•長崎大学病院

県内の医療機関が連携して、患者の病状説明等は、診療時間内に
原則実施する方針に

医師アンケート 本取り組み「効果あり」４３．８％

本取り組みに関して患者やご家族から苦情受け

たことがない ９３．８％



患者相談窓口の設置

•神奈川県立がんセンター病院

医療者と患者家族間の対話推進を目的とし、医療メディエーターを
専属配置

相談苦情対応検討会は予防的な取り組みも。チーム対応が明確化



研修医の学習環境の向上

•関東労災病院

研修医から「日当直による長時間労働によって、ミスの遠因となって
いる」とインシデントレポートが提出された。

変形労働時間制により日当直を所定労働として管理するようにした。

命令時間外に研修医が居残ることを希望する場合は、「自主的研修
申告書」にて記録を残す仕組み構築した。



子育て中医師のキャリア形成支援

• 筑波大学附属病院

専任のキャリアコーディネーター配置し、個別に研修支援プログラムを作
成

キャリアアップ支援を受けた医師の８割以上がフルタイム勤務に復帰して
いる。

・岡山大学病院

女性医師のための働き方改革及びキャリア支援等のために病院内に

ダイバーシティ推進センターを設置した。

離職時期は９２％が１０年以内、ただし５０％が１年未満で復職。

従来の定員外増員として「女性支援枠（現在キャリア支援枠）」の設立



ICT活用
電子カルテによる省力化

•宇治徳洲会病院

患者のバイタル等のデータが瞬時に電子カルテシステムに反映され
るスポットチェックモニター導入

・横須賀共済病院

音声入力できる電子カルテの開発とNFC（近距離無線通信技術）に
よるバイタルサインチェックにより、手入力をAI・ICTにタスクシフトして
いる。



ICT活用
AI問診の活用

•長野中央病院

AI問診のタブレット端末を患者が操作し、問診を実施。問診結果は、
自然な医療言語に変換され、医師や看護師のパソコン画面へ出力さ
れ、それぞれが修正したうえで、カルテに確定保存。

これを機に、問診業務を看護師から事務職担当へ変更

問診待ち時間減少にも成功



ICT活用
情報共有ツールの活用

•姫野病院

業務の効率化を目的としてチャット機能を有するアプリケーション導
入

通話が必要最低限に抑えられ、通話による拘束がなくなることで、
急ぎでない業務によって手を止められることがなくなり、業務の効率
化に繋がった。

会議前に会議の課題や内容を周知することにより、会議時間が短縮
され、会議の時間を超過することがなくなった。



５ 医療機関のおかれている現状と改革の必要性



① JAとりで総合医療センターにおける医師の働き方改革
JA とりで総合医療センター病院長報告より

•概要

• ４１４床（一般３６１床、回復期４５床、感染８床）

•入院患者数 約１２００００人/年

•外来患者数 約３２００００人/年

• ２次救急指定医療施設 第一種感染症指定医療機関

•救急車応需 約４７００件/年（walk-in約１７０００人）

•手術数 約２５００件/年

•常勤医数 １０５名（含研修医）

•＊２０２４年４月からA水準の医療機関になる。



JAとりで総合医療センター

当直可能医師
救急患者数

内科系・・・・・・・３３名 ９５００人/年

外科系・・・・・・・１８名 ４７００人/年

小児科・・・・・・・ ５名 ７０００人/年

産婦人科・・・・・ ６名 ５００人/年

研修医・・・・・・・１８名（内科系、外科系で１人すつ当直）

＊小児科は２０１７年から２３時以降は救急車のみ対応
（～２０１６年 １３０００人/年）

＊小児科と産婦人科は大学から非常勤で当直医派遣協力（週１～１．５回）



JAとりで総合医療センター

•宿直問題

現在はシフトと当直手当（買上げ）で処理している。宿直申請予定

週１回当直と月１回日直が入ると、週３～４日のウイークデーの日
勤業務ができない。（研修にならないし、収支も悪化する）

保健所主導で小児救急の調整会議を行っているが、結論は得れてい
ない。

中規模病院が大病院同様の勤務体系をとるのは無理があるため、

High Volume Center化、夜間こども救急センター設置（含開業医協力）等

長期的視点からの考慮を



② 広島新病院の設置に向けた医療機関の再編・連携

• 新病院の役割
高度急性期医療機能
医療人材育成機能
広島県の医療提供体制を支える機能・・広島大学と連携した中山間地域の医療機関に

対する医療人材の派遣・循環の仕組みを構築することにより、中山間地域の医療提供体制の維持に努
めます。

総病床数 １０００床
一般病床 ９５０床 （重症系病床１３０床）
精神科病床（児童・思春期病床含む）５０床



広島新病院医療再編イメージ図



広島県における救急搬送状況
高度医療人材育成拠点ビジョン
２０２２年３月

広島県地域保健対策協議会
保健医療問題検討委員会

政令指定都市を持つ道府県における

医療機関受け入れ状況

重症以上 ２０１９年



政令指定都市を持つ道府県等
における医療機関受入れ状況

小児 ２０１９年



広島県における受け入れに至らなかった理由（重症（長期入院）以上傷病者）



広島県
高度医療・人材育成拠点基本構想
２０２２年１１月

広島県

救急搬送状況

重症又は死亡患者の救急搬送
受入状況 ２０２０年



現場滞在時間３０分以上の
推移（重症以上）



小児の救急搬送受入状況
２０２０年



現場滞在時間３０分以上の
推移（小児）



救急搬送患者の受け入れ
に至らなかった理由

（重症以上傷病者）広島県
２０２０年



広島県
高度医療・人材育成拠点基本構想
２０２２年１１月

広島県

病院勤務医師数の推移

（都道府県別）



２０～３０歳代の病院勤務
医師数の推移（都道府県
別）



• 「２００２年から２０２０年までの２０～３０歳代の病院勤務医師数の
推移をみると、全国計では増加しているが、広島県は１４０人減少

•広島県総医師数減少に加え、２０３３年には４人に１人が６５歳以
上となり、今後、世代交代が進まない場合には、現状の医療提供体
制が維持できなくなることが懸念される。」

• こういった事情もこの新病院構想の背景にはある。

•新病院構想のメリット、デメリット等を地域住民も含めて話し合いを
持っていくことが必要であると思われます。



③洛西地域を考えるにあたって
第二次医療圏 京都・乙訓地域はどんな地域か・・

• 総人口 約１６１万７千人（２０２０年）、面積８６１㎢、

人口密度１８７８人/㎢ 大都市型二次医療圏

高齢化率 ２８．２％（２０２０年）

７５歳以上人口 ２０１０年１７万人、２０４０年２９．７万人（２０１０年推定）

・大学病院、高機能病院や地域の基幹病院が複数あり、急性期医療の提供
能力が高く、京都全域より患者が集まってきる医療圏

療養病床、回復期病床は全国平均レベル

・総高齢者施設ベッド数は、１８９３８床（７５歳以上１０００人当たり偏差値
４６）と全国平均レベルをやや下回る。介護保険ベッドは全国平均レベルを
上回るが、高齢者住宅系は全国平均レベルを下回る。





•介護需要の予測

• ２０２１年

京都市の高齢化率 ２８．４％

西京区の高齢化率２８．６％だが

西京区の中でも洛西支所管内は約４３％（２０２２年）人口２１７００
人、今後は後期高齢者の割合も増えていくことになる。

京丹後市３８．２％、綾部市３９．０％（２０２０年）



③京都市洛西地域、ニュータウンにおける医療
二次医療圏で捉えきれない・・

•京都市西京区 洛西は１９７６年に京都市のはじめてのニュータウン
として入居が開始した。

•開発規模 約２６０ヘクタール

•計画人口 約４万人

•計画戸数 １０９００戸

•現在の人口 約２１７００人

•現在の世帯数 ９８９５世帯

•京都市南西部にある西山断層崖の麓で小畑川が南に向かって流れ
る標高７０ｍから約１３０ｍの西山丘陵地と呼ばれる丘陵地に立地
している。



•当初謳っていた市内中心部と結ぶ地下鉄が４０年以上たった今も来
ず、今は西京基本計画で循環鉄道の予定

入居開始から３０年も経たない内に人口が減少に転じ、今も人口減
少が続く。団塊の世代が多数住み、高齢化率４３％以上という京都
市の中でも突出した地域である。

１９８０年には京都市立芸術大学が洛西に。西山文化を担うという役
割を持って移転してきた。１９８２年京都市と包括連携協定を結び関
西医大附属洛西ニュータウン病院も開設。

２０２３年芸大は、交通の便が悪いことを表の理由にし、京都駅前に
移転。２００６年、関西医大附属洛西ニュータウン病院は、経営移譲
し、洛西ニュータウン病院になる。２０２７年には隣の市に移転予定。



二次医療圏では京都・乙訓医療圏でひとつだが・・・

病院等の状況（平成３１年）

人口１０万人当たりの病院、病床数

西京区 京都市

病院数 （箇所） ４．６ ６．９

病院病床数 （床） １０２４．１ １５３８．９

一般診療所 （箇所） ７３．５ １０７．６

一般診療所病床数 （床） ４．６ ２６．６

歯科診療所 （箇所） ４３．７ ５６．２



病院の役割と今後について（Bブロック） 令和４年度第１回京都市地域医療構
想調整会議にて実施決定した各病院あて調査集計結果 （令和４年１０月実施）



• 西京区管内

洛西ニュータウン病院（急性期１０８，回復期３０，慢性期４６、

計１８４床。救急搬送患者３００～９９９）が閉院

シミズ病院（高度急性期２２，急性期１１７、

計１３９床。救急搬送１０００～４９９９） が閉院、

洛西シミズ病院（急性期８４，慢性期１３１，計２１５床。

救急搬送１０００～４９９９）が規模縮小

＊洛西地域から、救急病院は無くなる。シミズ病院グループで隣市に病床数を減らし
て、３年後に新病院オープン予定

＊洛西ニュータウン病院については京都市と包括連携協定があるはず・・しかし、京都
市は洛西ニュータウン病院が閉院を正式発表していないことをいいことに市民に知らぬ
ふりを続けている。（２０２４年９月２７日洛西の医療をよくする会と京都市と話し合いの
予定）



•西京区内の他病院

•京都桂病院（高度急性期３９６，急性期１４９、計５４５。救急搬送
受け入れ５０００以上

•三菱京都病院（高度急性期１４，急性期１４１，回復期３３、計１８８

•救急搬送受け入れ１０００～４９９９）

•西京都病院（急性期４０，慢性期１５９、計１９９。救急搬送受け入
れ３００～９９９）

•上記全て桂地区。洛西地域には他にはない。

• Bブロックとされる他の病院とは桂川を隔てている。



向日回生病院（向日市） ２１０床（一般１１０床、療養４８床、
介護医療院５２床）

長岡京病院（長岡京市） 一般病床９７床
新河端病院（長岡京市） 一般病院９９床

京都済生会病院（長岡京市）２８８床（高度急性期１２床、
急性期２３３床、回復期４３床（個室率４６％））

千春会病院（長岡京市）地域包括病棟６０床、透析２５床
吉祥院病院（京都市南区）一般病床４４床

京都府救急医療体制図に記載されている

乙訓地域の病院を見ると・・・・

洛西ニュータウンに近い病院は向日回生病院、

吉祥院病院（京都市南区）を見る・・・



６ ポスト地域医療構想



ポスト２０２５年の医療・介護提供体制

•団塊の世代が全て７５歳以上になる２０２５年に向けて、医療機能
の分化・連携や地域包括ケアシステムの構築が進められていた。

•今後、医療・介護のお複合的ニーズを有する８５歳以上人口が急増
し、また、高齢者の単独世帯も増加していく。

• ８５歳以上人口は２０３５年頃まで一貫して増加していく

• ２０４０年頃に高齢者人口がピークを迎える見込み

•高齢者人口は高止まりしたままだが、生産年齢人口が急激に減少
していく

•医療提供体制の新たな設計図を作成する必要がある。



• ２０４０年頃までを見据えたポスト地域医療構想論議を
２０２４年３月からスタート
２０２４年中に取りまとめ
２０２５年度 国「ポスト地域医療構想作成に向けたガイドライン」

を策定
２０２６年度 各都道府県で「ポスト地域医療構想」を作成
２０２７年度 第８次医療計画（２０２４～２０２９年度）の中間
見直しにあたる２０２７年度から「ポスト地域医療構想に向けた
医療提供体制改革」をスタートさせる。



社会保障審議会・医療部会 ２０２４年３月２１日

• ２０４０年に向けた主な課題

「２０２５年の病床必要量」に、見込み病床数は近づいているが、「構
想区域ごと、機能ごとに乖離」

外来や在宅医療等を含めた、医療提供体制全体の議論が不十分

かかりつけ医機能の確保、在宅医療の強化、介護との連携強化

都市部と過疎地等で、地域ごとに人口変動の状況が異なる。地域
で必要な医療提供体制の確保



• 「地域医療構想」ではなく、「地域医療介護構想」とすべき
• 「在宅医療や慢性期医療を考える際に重要な軸となるのが高齢者救急で
ある。そうした点も勘案した検討を進めるべき」

• 「入院医療では２次医療圏がベースとなろうが、高度医療や感染症対応
などでは『より広域での対応』を考える必要がある。一方、在宅や外来で
は『より狭い区域での構想』を検討しなければならない。

• 「在宅医療や医療・介護連携を考える際には、市町村単位、さらに小さな
エリアでの対応も検討しなければならない」

• 「現在の地域医療構想では、構想区域を２次医療圏ベースとしている。し
かし、２次医療圏には『人口数万人』規模のところから『人口２００万人
超』規模のところまであり、同じ考えで対応することは困難・・２次医療圏
そのものの見直しも必要ではないか」

• 構想区域問題・・「県の能力格差」



•地域医療構想

高度急性期、急性期、回復期、慢性期の４機能を「再検討すべき」と
の指摘もある。

「急性期とは何か、回復期とは何かを再定義しなおす必要がある。
とりわけ回復期機能はわかりにくい」

「回復期と急性期では、医療内容に実は大きな差はなく、回復期では
『高齢者の内科系疾患を中心に少ない医師で対応している』状況が見
えてきている。各病棟の機能の実態を丁寧に見ていく必要がある」

「病床機能報告制度上の機能（高度急性期、急性期、回復期、慢性期
等）と入院料との紐づけをどう考えるのかを再度考えるべき」



おわりに

• ２０２４年４月からの医師の働き方改革で、地域医療、とりわけ救急
医療などへのしわ寄せ（救急体制の縮小など）が生じていると聞く。
ポスト地域医療構想の検討にあたっては、医師の働き方改革で地域
医療にどういった影響・課題が生じているのかも含めて検討すべきと
思われる。

•医療の働き方改革の為の診療報酬の改定をはじめ、関連する財源
問題も考えなければならない。

•介護保険は介護度１，２は市町村事業に移行も財務省で検討され
ている。一方、岸田政権の少子化対策の財源に介護利用料２割負
担の対象拡大等も狙われており、医療・介護・福祉の制度全般につ
いても目くばせした運動も求められている。
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